
病床区分の見直しについて 

資料１-１ 

第２３回社会保障審議会医療部会 

平 成 2 3 年 １ １ 月 １ ７ 日 



 病床について、医療法第７条第２項第１号から第５号までにおいて、以下のように定義されてい
る。 
 

一 精神病床 
   病院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるためのものをいう。 

二 感染症病床 
   病院の病床のうち、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 
  成10年法律第114号）第６条第２項に規定する一類感染症、同条第３項に規定する二類  
   感染症（結核を除く。）、同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症及び同条 
   第八項に規定する指定感染症（同法第７条の規定により同法第19条又は第20条の規 
   定を準用するものに限る。）の患者（同法第８条（同法第７条において準用する場合を含 
   む。）の規定により一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は指定感 
   染症の患者とみなされる者を含む。）並びに同法第６条第９項に規定する新感染症の所 
   見がある者を入院させるためのものをいう。 
三 結核病床 
   病院の病床のうち、結核の患者を入院させるためのものをいう。 
四 療養病床 
   病院又は診療所の病床のうち、前三号に掲げる病床以外の病床であって、主として 
  長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるためのものをいう。 
五 一般病床 
   病院又は診療所の病床のうち、前各号に掲げる病床以外のものをいう。 

病床の区分 
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病床区分に係る改正の経緯             
【制度当初～】 
 
 
 
 
 
 
 
 
【特例許可老人病棟の導入（昭和 58 年）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【療養型病床群制度の創設（平成 4 年）】 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

【一般病床、療養病床の創設（平成 12 年）】 
 
 
  
 

・ 高齢化の進展 

・ 疾病構造の変化 

 

精神病床       伝染病床       結核病床 その他の病床 

療養病床 

患者の病態にふさわしい医療を提供 

 

 
精神病床       感染症病床     結核病床 一般病床 

長期にわたり療養を 

必要とする患者 

その他の病床 

 ・ 高齢化の進展、疾病構造の変化に対応するためには、老人のみならず、広く「長期療養を必要 

とする患者」の医療に適した施設を作る必要が生じる。 

 

 

精神病床       伝染病床       結核病床 特例許可老人病棟 

その他の病床 

特例許可 

老人病棟 

療養型 

病床群 精神病床       感染症病床     結核病床 

   長期にわたり療養を 

必要とする患者 

・ 少子高齢化に伴う疾病構造の変化により、長期にわたり療養を必要とする患者が増加。 
療養型病床群等の諸制度が創設されたものの、依然として様々な病態の患者が混在。 

 
平成９年改正により、診療所に療養型病床群の設置が可
能となった。 

伝染病床 
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○病床の機能分化について、医療法上での対応として、これまでは長期療養対応の体系化を図っ

てきたところ。一方、一般病床については、診療報酬上は、病院の機能に応じて、多様な病院・病

床が位置づけられているが、医療法上は、その他病床としての区分しかなされておらず、同じ病

床でも多様な患者を対象とするものが併存し、機能分担が明確になっていない。 

○我が国は、国際的にみて人口当たりの病床数は多くなっている一方、病床当たりの医師、看護職

員数やスタッフ数も尐なく、急性期病床（日本では一般病床）間で比較した平均在院日数は長い。

一方で、病床当たりの医療従事者と平均在院日数の間には、相関関係がある。 

○近年、平均在院日数の短縮は進んでいるものの、一方で、インフォームドコンセントの実施、医療

安全の確保、医療技術・機器の高度化等により、医療機関・スタッフの業務は拡大している状況。 

○さらに、急性期治療を経過した患者に対し、その受け皿となる病床や在宅療養を支える機能の不

足がみられる。 

病床の機能分化を巡る現状 
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病院・病床機能を巡る現状と課題 

 

  国際的にみて人口当たり病床数は諸外国に比して

多くなっているが、病床当たりの医師、看護職員数や
全体としてのスタッフ数も尐なく、急性期病床（日本で
は一般病床）間で比較した平均在院日数が長くなっ
ている。 

従事者の尐なさ 

 

  術前・術後の平均在院日数の短縮が進む中で病床

当たりの従事者数も並行して増加傾向にはあるが、
一方、インフォームドコンセントの実施、医療安全の
確保、医療技術・機器の高度化等が相俟って、医療
機関・スタッフの業務は増大している。 

スタッフの負荷増大 

 

  医療法上は、慢性期医療を担う療養病床と、急性

期医療を中心として担う一般病床と機能分化が行わ
れてきたが、同じ一般病床でも多様な患者を対象と
するものが併存し、医療提供体制における機能分担
が不明確。 

機能未分化 

 

  急性期治療を経過した患者に対する社会・家庭復
帰支援や地域生活支援において、 
・ 急性期治療を経過した重症患者の受け皿とな 
 る病床 
・ 在宅療養を支える機能 
などが不足している。 

後方機能不足 

○ 患者の病期、ニーズに応じた医療資源の投入、診断・治療技術の進展への対応、提供体 
 制上の役割の明確化等の観点から、一般病床について、果たす役割、有する体制等に応じ 
 て機能分化をすべきではないか。また、機能分化をより効率的に進めるためにどのような方 
 法が考えられるか。 
○ その際、従来は慢性期医療に着目した病床機能の明確化が行われてきたが、医療資源 
 の集中投入がより必要な重症患者等への急性期医療の機能強化、急性期医療から引き継 
 ぐ病床の確保の必要性などを踏まえた在り方を考えてはどうか。 

【論点】 

（参考資料）第17回医療部会でお示しした論点 
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【機能分化、機能の明確化について】 

・ 似たような総合病院が多すぎという印象が国民にはある。きっちり先進的な医療を提供してもらえるところと、治療
後に近所で定期的に経過観察をしてもらえるところと、機能の棲み分けを行うべき。砂漠に水を撒くような感じではな
く、どこに集中的にやるのかというのを、国民の目にもわかるように議論していく必要。（海辺委員⑭） 

・ 国民・患者が一般病院のイメージ、機能、役割、設置の趣旨等について共有の認識を持つことのできる考え方を新
たに考案する必要がある。（高智委員⑰） 

・ 医療の高度化や国民の意識も変わる中、医療を提供する際、自分の病院の機能をアピールできないと、国民・患
者も分からないし、病院間の連携もできない。（西澤委員⑰） 

・ 救命センターの数が本当にこれだけ必要なのか、そこがどういう機能を果たしているのかということをもう一度検証
すべきではないか。高度急性期の必要数もＰＩＣＵと同じような形で決めていくべき。（日野委員代理⑰） 

・ それぞれの医療機関が自ら担う機能を選択し、その実情を患者、住民に明示することが必要。（高智委員⑳） 

・ 入院医療は、高度機能病棟、急性期病棟、地域一般病棟、回復期リハビリテーション病棟、慢性期病棟とし、病棟
単位で機能分化させることが望ましい。（西澤委員⑰） 

・ 一般病床については、急性期とそれ以外の亜急性期で区分をして最適化する必要がある。（小島委員⑰） 

・ 多様な一般病床を分かりやする観点で、一般病床を再度機能分化させることに賛成。（齋藤（訓）委員⑰） 

・ 機能分化の議論は、イメージだけで理想を追い求めるのではなく、診療報酬の扱いについての議論も不可欠。（中
川委員⑰） 

・ ＨＣＵから一般病床、いわゆる急性期病床への移行を制度的に決めるのがいいのか、議論が必要。制度で決めて
しまうと、運用ができなくなるおそれがある。（横倉委員⑰） 

これまでの部会における病床機能等に関する委員の主な御意見 

一般病床について、機能分化を進め、機能の明確化を図り、それを患者や国民の
目にも明らかにしていくべきではないか。  
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【患者の病期、ニーズに合わせた人員配置の見直しについて】 

・ がんの患者が増えると、非常に高度な治療を求める患者の数が増えるので、そういう病院などに手厚く医師を配置
する必要がある。（海辺委員⑫） 

・ 経験豊かで高いスキルを持った医師、医学部の教授などは、外来でかぜの患者を診るのではなく、最も重症度の
高い方に向けることが医療資源の効率的なあり方。（高智委員⑬） 

・ 今以上にマンパワーが増えない中、病床数が非常に多く、広く薄くマンパワーを配置している状況をどうするのか。
機能分化を更に進めていくためにはどうあらねばならないのか検討が必要。（齋藤（訓）委員⑭） 

・ 一般病床は、さまざまな機能を持った病床が一緒くたになっており、同一の基準では整合性がとれない。地域一般
病床と急性期病床を区分する必要があり、人員配置は自ずと異なる。（相澤委員⑭） 

・ 医療従事者不足が指摘されている現状や、中小病院が非常に多い日本の医療提供体制の現状を踏まえると、医
療安全と効率性確保の観点から、主に医療度に合わせた人的資源の集中化を図るべき。そのためには、病期別の
機能分化が適当。（西澤委員⑰） 

・ 機能分化に伴った人の配置はどうするのか。チーム医療の議論が進む中で、どういう職種の人員がどれだけ必要
かということも念頭に置いた議論をしないと、単に病床の議論だけで終わってしまう。（山本（信）委員⑰） 

・ 一般病床の機能分化の問題を議論するときは、人的な基準も一体として議論しなければならない。（近藤委員⑰） 

・ 病床区分には、病気のステージによる分け方と医療にどれくらいのマンパワーが必要かという医療密度による分け
方がある。どのくらいの医療の密度の病棟がどのくらい必要なのかという、算定、算出が必要ではないか。（永井委
員⑰） 

・ 高度医療に関しては医療密度が関係してくるのではないか。（加藤委員⑰） 

・ 人員配置を厚くして相当重症の人を診なければならない病棟をまず区分けして、そのほかを一般病床で運用してい
くというのが現実的ではないか。（相澤委員⑰） 

患者の病期、ニーズに合わせた人的資源の集約化が必要であり、急性期医療に手
厚く配置していくべきではないか。  
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【急性期医療から引き継ぐ医療について】 

・ 救急・急性期の先の所を整備しなければ、救急・急性期がうまくいかない。在宅医療、介護まで含めてしっかり整備してこそ、
医療機関の機能分担もうまくいく。（西澤委員⑯） 

・ 「機能未分化」と「後方機能不足」は一体かつ裏腹な問題であり、同時に解決していく必要がある。その際、在宅療養を支える
機能が鍵であり、診療所、訪問看護ステーション、居住系サービスまでを含め検討することが重要。（尾形委員⑰） 

・ 胃瘻を置いて在院日数、入院日数を短縮して退院させてしまえば、それを処置しなければならない病院が増えてくる。そのジレ
ンマが解決されなければならない。（加藤委員⑱） 

・ 療養病床の再編について、ほとんど介護保険施設に転換できていないようだが、介護の社会化という、基本的な理念は推進
する必要。（小島委員（伊藤参考人）⑭） 

・ 社会保障国民会議のシミュレーションで「亜急性期・回復期」となっていた区分は、地域特性も考慮した柔軟な病床運営を可能
とするため、地域における軽度～中等度の急性疾患患者の受入、急性期病棟からの亜急性期患者の受入、地域の在宅医療・
介護保険施設等のネットワーク支援の機能を持つ「地域一般病棟」としてはどうか。（西澤委員⑰） 

・ 一般病床の退院後をどうするかというとき、在宅のウェイトは非常に大きい。在宅療養をどうするかということと急性期の機能
は裏腹の関係であることは明らか。（尾形委員⑰） 

・ 人口どれくらいに対し、本当にどれくらいの医療提供体制が必要なのか。高度の急性期はある程度切り分けられるとして、一
般病床の機能分化をどうしていくかということを議論していくべき。（相澤委員⑰） 

・ 医療提供体制は都会などの人口集中地域と人口がわりとまばらな地域では随分あり様が違う。地方モデルというものも頭の
隅に入れながら改革案を作っていくべき。（横倉委員⑱） 

・ 地域では、高度も急性期も亜急性期も混在した中で医療が行われており、それを分別することが本当に患者にとって分かりや
すい、効率的な医療であるのかどうかを検討すべき。（相澤委員㉑） 

・ 地域差が非常に大きい中で、急性期から療養にかける区分について、地域一般病床というものの概念が必要ではないか。一
般病床の議論を是非していただきたい。（横倉委員⑰） 

・ 特に地方には急性期医療から亜急性期、あるいは社会的入院まで担っている病院があるので、法律と診療報酬を相互にやっ
ていかないといけない。（邉見委員⑰） 

・ 有床診療所や、中小病院の一般病床のあり方をしっかり議論すべき。（横倉委員⑭） 

・ ＨＣＵから一般病床、いわゆる急性期病床への移行を制度的に決めるのがいいのか、議論が必要。制度で決めてしまうと、運
用ができなくなるおそれがある。（横倉委員⑰）〔再掲〕 

 急性期のみならず、急性期医療から引き継ぐ医療や在宅医療についても、機能分
化、強化が必要ではないか。また、地域の実情に即した対応も必要ではないか。  7 



 

病床区分の見直しに関する論点 

○ 患者の疾患の状態に応じ良質かつ適切な医療が効率的に行われるよう、急性期医療への医療資源の集中

投入や、亜急性期・慢性期医療の機能分化・強化等により、入院医療の機能の明確化、強化を図り、そしてそ

の機能を国民・患者に明らかにしていく必要がある。 

  一方、これまでもこうした方向性はあらゆる機会で示されてきたものの、なかなか実現には至っていない状況。

そこで、こうした考えを医療法においても明記し、その方向性に沿って取り組む姿勢を明らかにするため、国、

都道府県及び医療機関について、病床の機能分化等の推進に関する責務規定を設けてはどうか。 

○ 特に、急性期医療については、社会保障・税一体改革成案においても、2025年に向けた取組として、医療資

源の集中投入を図るとされており、これにより機能強化を図ることで、病院医療従事者の負担の軽減や専門

医等の集約による医療の質の向上等が図られ、もって、早期の社会生活復帰を可能となることが期待される。

そこで、機能分化・強化を推進する取組の一環として、医療法上、一般病床について、新たに急性期医療を担

う病床群（急性期病床群（仮称））を位置づけることとしてはどうか。 

○ 急性期医療から引き継ぐ亜急性期等の医療についても機能分化・強化が必要であるが、病床と機能が「急

性期対応」として一致する急性期病床と異なり、亜急性期等の病床は診療報酬上の評価も様々であり、多様

な機能を有している中で、制度上位置づけることについて、どう考えるか。 

■論点 
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＜急性期病床群（仮称）を制度上位置づけるとした場合の論点＞ 

（法的位置づけ） 

○ 急性期病床群（仮称）においてのみ急性疾患に対応可能とするという法的構成は現状に鑑みると困難と考
えられることから、急性期病床群（仮称）については、現行の「病床の許可」と同様の仕組みではなく、例えば、
都道府県知事による認定を行うといった仕組みとしてはどうか。 

 

 ※ 「許可」と「認定」について 

   一般病床は、人員配置及び構造設備基準等に適合し都道府県知事の許可を得なければ、入院治療を行うことができない。
一方、例えば「急性期病床群（仮称）の認定」という仕組みでは、既に許可を受けた一般病床の一部について、一定の要件
を満たした場合に急性期病床群（仮称）として認定する仕組みであり、認定がなくとも、急性期医療をはじめとした入院治療
を行うことは可能である。 

 

（機能に着目した評価の導入） 

○ 急性期の患者の状態に応じた良質かつ適切な医療を効率的に提供するため、急性期病床群（仮称）につ
いては、人員配置や構造設備基準だけでなく、その病床群において、急性期の患者に適切な急性期医療が
効率的に提供されているか（すなわち、患者の疾病・病態や処置内容など）といった機能についても、認定に
当たっての要件としてはどうか。 

  現行の診療報酬においても一部機能に着目した評価を行っているが、こうした制度を導入することにより、
医療法においても、人員配置や構造設備基準だけでなく機能を評価する仕組みを設け、他の政策手段と連
動して医療提供体制の強化に取り組むことが有効ではないか。 

 

（更新制の導入） 

○ 急性期病床群の認定要件を継続的に満たしているかを確認するために、認定について、更新制を導入し
てはどうか。 

 

（診療所の取扱い） 

○ 診療所の一般病床については、現在、人員配置基準も設けられていないが、急性期病床群（仮称）の対象
とすることについて、どう考えるか。 9 



同じ一般病床でも多様な患者を対象とするものが併存し、
医療提供体制における機能分担が不明確 

目指す方向性 

現行（平成１２年改正以降）の病床類型 
精神病床
（349,321床*） 

感染症病床
（1,785床*） 

結核病床
（9,502床*） 

長期にわたり療養を
必要とする患者 

精神、感染症、結核、療養病床以外の患者 

「急性期病床群（仮称）」を制度化した場合のイメージ 

一般病床（1,038,630床*） 
療養病床 
（356,877床*） 

結核 
患者 

感染症 
の患者 

精神疾患を 
有する患者 

精神、感染症、結核、療養病床以外の患者 
（急性期患者を除く） 特定機能 

病院 

ＤＰＣ 

 救命救急 

特定集中治療室 

障害者 
施設等 

回復期 
リハビリ 
テーション 

特殊疾患 

緩和ケア 
病棟 

有床診療所一般     

新生児特定 
集中治療室 

小児入院 
医療 
管理料 

一般病棟 専門病院 

一類感染症 

亜急性期 

総合周産期 
特定集中治療室 

脳卒中 
ケアユニット 

ハイケアユニット 

**急性期にある患者

に対し、急性期に見
合った適切な医療が
効率的に行われてい
るかということを総合
的に評価 
 

①診療行為等 
 ・疾病、病態 
 ・処置内容 
 ・入院の目的 
 

②施設等 
 ・構造設備基準 
 ・人員配置 
 ・平均在院日数 等 

 
<法的位置付け> 
○一般病床のうち、都道府県知事による認定 

○認定要件を継続的に満たしているかを確認す
るために更新制を導入 
 

<想定される患者**> 

○心筋梗塞によって入院した患者や手術後の患
者のように、状態が不安定であって、症状の観察
などの医学的な管理や、傷の処置などの治療を
日常的に必要とする患者 
例）周術期の患者、救急室からの患者 等 

*平成20年医療施設調査より 

一般病床 

急性期病床群（仮称） 

診療報酬上の評価において想定される患者 
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